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大学院卒業者の 労働市場に 関する 日中比較

一 修士卒を中心 に一

黄　梅英 （尚絅学院大学）

　日本に お い て 2002年以後専門職大学院は発足

して から専門分野がかなり増えて、学生規模も拡

大した 。
しか し、 卒業者の 評価は期待するほ ど高

くない がゆえに、専門職大学院の大きな展開がみ

られない。それに対 して 中国にお い ては 90年代か

ら実験的に開始した 「専門耳翻 立」課程はそ の 後

大き く拡大し、現在そ の在学者数は修士課程の半

数を占めるよ うにな っ た 。

　両国間になぜ この ような違い があるの か。本報

告は大学院卒業者、とりわけ修士卒の 労働市場に

関する目中間の 違い を比較分析するこ とが主な目

的で ある 。

1．修士卒の学歴の制度的な効用

　修士卒の労働市場を分析するにあたっ て、まず

修士 卒の 学歴は制度的にどの よ うな意味をもち、

どの ような効果があるの かを考察する。

1）教育の 完結段階として の 「修士諜程 1

　大学院教育に修士課程と博士課程は設置されて

い る の が多い ですが、修士 課程は
一

っ 完結した教

育毅階としてみなすか どうかに関する社会的な認

識は必ずしも同 じとは限らない
。

　従来の 日本 の 大学院におい て、修士課程は博士

課程の前期課程で あ り、工学を除き、修士課程は

完結した
一

っ の 教育段階とみな されな い の は
一
般

的で、また工学以外 の 専門領域で は修士課程を終

了 した後に就職した者が少 なか っ た。それがゆえ

に人文 ・社会科学系などの修士卒の労働市場は発

達してお らず、特に従来の専門職以外の 労働市場

で修士卒の 需要は把握で きて ない
。 その ような専

門分野の 修士 卒に対す る評価が で きない ため積極

的に雇用されない。また、逆に採用 した こ とがな

いため、修士卒の 人材像も分か っ ておらず、評価

もできな い とい う悪循環に陥っ て しま う状態にあ

るの ではない か と考えられる。

　
一
方、中国にお い て修士課程は

一
つ の完結した

教育段階であるとみなされてきた。 大学貌教育は

実質的に修士課題か ら始ま り、 現在で も修士課題

の 在学者数は大学院在学者数の大多数を占めて い

る。もちろん、90 年代か ら日本の大学院在学者数

は大きく拡大 し、博士課程に進学 しなレ修 士卒は

増えてい るが、修士課程と博士課程の学生構成は

い まだに 日中間の 違い がみ られる。

2）修士卒と大卒の 初任給の 差

　学歴の 制度的効果として 、例えば高卒と大卒に

明確な初任給の差があるが、大卒と修士卒の差は

日本にお い て （理工系を除き）ほとんどない のが

現状で ある。それは雇用の 実績に関係 して い ると

思われ る。

　
一

方、中国にお い て は制度的な違 い が明確で あ

る。新中国が設立 した際同 じ労働同じ賃金とい う

原則の もの で、男女の間の賃金の平等が図れたが、

学歴に よる賃金の 違い は明確であり、それは人材

確保の措置として とらえてきた。現在、市場経済

の導入、経営管理 の 合理化が進められて い るが、

ほ とんどの企業は賃金管理 に業績賃金が制度的に

取 り入れなが ら、学歴賃金 も依然として維待して

い る。
つ ま り実績評価が重視される と同時に、能

力評価も行ない 、その評価は主観的になりやすい

ため学歴は
一

つ の 客観的な指標 として運用されて

い る。

　こ の ような 日中間に お ける修士 とい う学歴の 制

度的な効用が違 っ て い ると言える。

2．労働市場にお ける修士卒の需要の 比較

　修士課程の 卒業生 は大卒と比べ 、より専門性を

有 して い るの みならず、物事の 見方、体系的な分

析、そして問題解決の ア プ ロ
ー

チに関する知識 ・

能力も増して い る と一般的に い えるが 、こ の よ う

な人材に対する需要は、それぞれの社会の企業で

求められてい るの か を考察しておこ う。

1）職業組織における人材需要と職能開発の 主体
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など企業内教育を発達し、 自ら自社の 人材を育成

する理念をもち、特に大企業にその傾向が強い。

またロ ー
テ
ーシ ョ ン に伴 うジェ ネラリス トの養成

が重視されてい るため、専門性は もちろん、体系

的な分析能力も逆に評価されない 場 合がある。 現

在大卒が増加するにっ れて 、 新卒の 採用における

選考方法も開発 し、SPIテ ス トの利用、コ ン ピテ

ン シ
＝

面接を実施する企業も多い
。

　 こ れに対して中国の 場合、一部の 大企業を除き

企業内教育に関する蓄積が少な く、組織の外部、

とりわけ大学 ・大学院に求めて い る こ とが多い。

また、伝統 として ス ペ シ ャ リス トを重視する傾向

が強い。近年、採用に当たっ て学歴の みでは評価

が難しい ある コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能力などが重要

で あると認識されたもの の 、選考方法はまだ開発

されてお らず、客観的な指標として学歴を利用す

るの が
一
般 的で 、その 場合、大卒より修士卒の 方

が有利になっ て い るの が現状である 。

2）職業組織の経営管理者自身の学習経験

　修士卒に対する社会的認知は国によっ て異なる

と思われ て い るが、職業組織の経営管理層の 自ら

の学習経験も従業員の採用、そ して その後の キ ャ

リア 形成に 重要な影響を与 える と考え られる。

　 日本では丁 般企業におい て修士卒の経営管理者

が極めて少 ない 。企業人事担当者の イ ン タ ビ ュ
ー

か ら、人文 ・社会科学系の 修士 卒が大卒とどう違

うの 力縁 よく分か らなくて 、選考の方法をもっ て

い ない こ とが多い とい うこ とが分か っ た 。 それ は

修士課程の教育に関する情報をもたず、学習経験

を して な い こ とに由来 し、これは修士卒の必要陸

を感 じない こ とに もっ なが っ て い ると思われる。

　他方、中国では、経営管理者に院卒は決して多

い とはい えない もの の 、専門性の 強い 職場 で は中

堅要員として院卒は存在してい る。例えば中国の

専門職大学院で の イン タ ビ ュ
ーの 中で、〔海運業界

の ）大連港の 経営者 自身は大連海事大学の 院卒で

あるため 、 自ら受けた教育が仕事 に役立 つ と評価

し、職員に海事大学の MBA に進学するよ う薦め、

社内人材育成の
一
部 として専門職大学院に委託養

成を行なっ て い る。 それは中国の 大学院教育は在

職 音を対象に始ま っ た ことから職業現場に修士卒

が重要なポス トに占めて い るケ
ー

ス が少なか らず

い るためである。

3 ．労働市場における求職側の戦略の比較

　高等教育の 大衆化は大卒学歴の イン フ レ をもた

らしたことが否定できない が 、 そ の イ ン フ レ へ の

対応は国によ っ て異なると考え られ る。

　日本 の 場合、高等教育の ハ イアラキ構造が明確

で ある。 学校歴による採用囲友は批判 されるため

公にその指標は用い ない が、学生自らの 経験や資

格などを用い て、学部卒の 中で他者と潮 1化する

こ とが多い
。 それは企業などの組織は修士卒をあ

ま り評価しない現状に 関係して い ると思われる。

　これに対 して、中国の 場合では大学院に進学し、

学歴 の 高度化による差別 匕する戦略がとられ て い

る。
つ ま り、 就職ができない か ら大学院に進学す

るの で はなくて、就職に有利の ために進学する の

で ある。

　学習の深さと同時に 、 学習の （学部と異なる専

門分野 へ の 進学）幅を広げて進学する者もい れ ば、

戸籍制度 とい う中国の独特な社会仕組みに対応し

て都会など地域に進学する者 もい る 。 また 、 学歴

ロ ン タ リン グ効果を狙 っ て選抜度の高い 大学の修

士 課程に進学するもの も多く見受けられ る。

4 ．今後の課題

　 こ れ まで みて きたよ うに 、 労働市場における修

士卒の需要、とりわけ職業組織の 評価の 在 り方に

よ っ て 、 求職者の 戦略が大 きく異な っ て い る 。 す

なわち、企業など組織が修士をは じめ とする大学

院教育に関する情報を有 して い るどうか 、トッ プ

層は そ の学習経験をもっ て い るか どうか は院卒に

対する評価が違っ て くるの で ある。

　日本で は企業内教育は進んで い るとは い え、 大

卒者数に 占める修士卒者数の 比率は国際的にみる

と比較的に低い であるため、修士課程の教育を理

解せずに 評価が低くな っ て い る。今後大学院教育、

特に近年が行なわれて い る専門職大学院教育の情

報を如何に発信 し、産業界に修士教育対する理解

を如何に高めて い くかは大きな課題で あろう。
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